
　

認
知
症
高
齢
者
の
増
加
や
高

齢
単
独
・
夫
婦
の
み
世
帯
の
増
加

は
、
高
齢
者
の
生
活
の
大
き
な
不

安
要
因
で
す
。

　

こ
う
し
た
中
、
今
回
の
介
護
保

険
制
度
改
正
は
、
高
齢
者
の
皆
さ

ん
が
住
み
慣
れ
た
地
域
で
生
活

を
継
続
で
き
る
よ
う
に
す
る
た

め
、
介
護
、
医
療
、
生
活
支
援
、

介
護
予
防
の
充
実
に
向
け
た
「
地

域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
構
築
」

と
、
低
所
得
者
の
保
険
料
軽
減
の

拡
充
や
所
得
・
資
産
の
あ
る
方
の

利
用
者
負
担
の
見
直
し
な
ど
の

「
費
用
負
担
の
公
平
化
」
を
ポ
イ

ン
ト
に
行
わ
れ
ま
し
た
。

　

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
を

構
築
す
る
た
め
、
地
域
支
援
事
業

が
見
直
さ
れ
ま
し
た
。

　

地
域
支
援
事
業
は
、
被
保
険
者

が
要
介
護
状
態
・
要
支
援
状
態
と

な
る
こ
と
を
予
防
す
る
と
と
も

に
、
要
介
護
状
態
と
な
っ
た
場
合

で
も
、
可
能
な
限
り
地
域
で
自
立

し
た
日
常
生
活
を
営
む
こ
と
が

で
き
る
よ
う
支
援
す
る
こ
と
を

目
的
と
し
て
、
市
町
村
が
行
う
事

業
で
す
。

　

身
体
介
護
の
必
要
が
ほ
と
ん

ど
な
く
、
買
い
物
や
掃
除
な
ど
の

生
活
面
の
一
部
に
支
援
が
必
要

な
状
態
で
あ
る
「
要
支
援
」
の
方

を
対
象
と
す
る
予
防
給
付
の
う

ち
、
訪
問
介
護
と
通
所
介
護
は
、

平
成
29
年
４
月
ま
で
に
（
鳩
山
町

は
平
成
28
年
４
月
か
ら
）
地
域
支

援
事
業
に
移
行
す
る
こ
と
と
な

り
ま
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
既
存

の
介
護
事
業
所
に
よ
る
既
存
の

サ
ー
ビ
ス
に
加
え
、
社
会
福
祉
法

人
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
住
民
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
な
ど
に
よ
る
多
様
な
サ
ー
ビ

ス
の
提
供
が
可
能
に
な
り
ま
す
。

　

一
方
で
、
サ
ー
ビ
ス
の
担
い
手

が
今
ま
で
以
上
に
必
要
と
な
り

ま
す
。
今
後
は
、
高
齢
者
を
地
域

で
支
え
る
た
め
、
人
材
の
確
保
・

養
成
が
よ
り
必
要
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
新
た
に
地
域
支
援
事
業

の
中
の
包
括
的
支
援
事
業
に
「
在

宅
医
療
・
介
護
連
携
の
推
進
」「
認

知
症
施
策
の
推
進
」「
地
域
ケ
ア

会
議
の
充
実
」「
生
活
支
援
サ
ー

ビ
ス
の
体
制
整
備
」
に
係
る
事
業

が
位
置
づ
け
ら
れ
、
鳩
山
町
は
平

成
27
年
４
月
か
ら
地
域
包
括
支

援
セ
ン
タ
ー
を
中
心
に
取
り
組

ん
で
い
ま
す
。（
８
㌻
表
参
照
）

　

平
成
27
年
４
月
か
ら
特
別
養
護

老
人
ホ
ー
ム
へ
の
新
規
入
所
者

　

65
歳
以
上
の
高
齢
者
が
所
得
な

ど
に
応
じ
て
支
払
う
介
護
保
険
料

に
つ
い
て
は
、
公
費
に
よ
る
低
所

得
者
の
保
険
料
の
軽
減
（
一
部
平

成
29
年
４
月
か
ら
実
施
）
が
行
わ

れ
ま
す
が
、
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス

給
付
費
の
増
加
な
ど
が
見
込
ま
れ

る
こ
と
か
ら
、
ほ
と
ん
ど
の
段
階

で
増
額
と
な
り
ま
す
。（
左
表
参
照
）

は
、
原
則
要
介
護
度
３
以
上
の
高

齢
者
に
限
定
さ
れ
、
在
宅
で
の
生

活
が
困
難
な
中
重
度
の
要
介
護
者

を
支
え
る
施
設
と
し
て
機
能
の
重

点
化
が
図
ら
れ
ま
し
た
。

　

今
後
、
持
続
可
能
な
介
護
保
険

制
度
と
す
る
た
め
、
こ
れ
ま
で
一

律
に
１
割
負
担
に
据
え
置
か
れ
て

い
た
利
用
者
負
担
に
つ
い
て
、
相

対
的
に
負
担
能
力
の
あ
る
一
定
以

上
所
得
の
方
（
年
金
収
入
の
み

で
、
単
身
２
８
０
万
円
以
上
、
夫

婦
３
４
６
万
円
以
上
）
の
利
用
者

負
担
が
２
割
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
施
設
入
所
な
ど
に
係
る

食
費
や
居
住
費
に
つ
い
て
は
、
住

民
税
非
課
税
世
帯
で
あ
る
方
は
、

申
請
に
基
づ
き
、
補
足
給
付
を
支

給
し
負
担
を
軽
減
し
て
い
ま
し

た
。

　

し
か
し
、
預
貯
金
を
保
有
す
る

に
も
か
か
わ
ら
ず
、
保
険
料
を
財

源
と
し
た
給
付
が
行
わ
れ
る
こ
と

は
不
公
平
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
配

偶
者
の
所
得
（
世
帯
分
離
し
た

場
合
で
も
対
象
）
や
預
貯
金
等

（
単
身
１
０
０
０
万
円
超
、
夫
婦

２
０
０
０
万
円
超
）
の
資
産
を
勘

案
す
る
な
ど
の
見
直
し
が
行
わ
れ

ま
す
。

地域包括ケアシステムの構築

改正介護保険制度 がスタート
費用 負担の公平化と へ向け

　平成 37 年には団塊の世代が 75 歳以上とな
り、医療や介護が必要な高齢者が急増すること
から、平成 26 年６月に「医療介護総合確保推
進法」が成立し、介護保険法などが改正されま
した。
　改正された介護保険制度は、医療・介護連携
や地域包括支援ケアシステムの構築を目指し
て、大きな見直しが行われました。今月号では、
制度改正の概要をお知らせします。
■問合せ　役場高齢者支援課☎ 296－1210

鳩山町の平成 27 年度～平成 29 年度の第１号被保険者介護保険料 地域支援事業の見直し　　　＜改正前＞　　　　　　　　　＜改正後＞

※（　）は、平成 29 年度の介護保険料（予定）
※該当する所得段階は、その年の住民税の課税状況などにより決定されます。

高
齢
者
が
住
み
慣
れ
た
地
域
で

生
活
を
継
続
で
き
る
よ
う
に

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム

の
構
築

費
用
負
担
の
公
平
化

（
平
成
27
年
８
月
か
ら
）

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
の

重
点
化

介
護
保
険
料
が
変
わ
り
ま
す

所得段階 対象者（所得） 年額保険料

第１段階
老齢福祉年金受給者（世帯全員が住民税非課税）、ま
たは生活保護受給者 22,100 円

（14,700 円）

【住民税非課税世帯（世帯全員
が非課税）】
本人の前年の合計所得金額と
課税年金収入の合計金額

80万円以下の方

第２段階 80万円を超え
120 万円以下の方

36,900 円
（24,600 円）

第３段階 120 万円を超える方 36,900 円
（34,400 円）

第４段階 【住民税課税世帯（本人は非課
税）】
本人の前年の合計所得金額と
課税年金収入の合計金額

80万円以下の方 44,200 円

第５段階 80 万円を超える方 49,200 円

第６段階

本人の前年の合計
所得金額（本人住
民税課税）

120 万円未満 59,000 円
第７段階 120 万円以上 190 万円未満 63,900 円
第８段階 190 万円以上 290 万円未満 73,800 円
第９段階 290 万円以上 400 万円未満 83,600 円
第 10 段階 400 万円以上 88,500 円

介護給付（要介護１～５） 介護給付（要介護１～５）

介護予防給付（要支援１～２）

介護予防事業
○二次予防事業
○一次予防事業

新しい介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援１～ 2、それ以外の方）
○介護予防・生活支援サービス事業
　・訪問型サービス
　・通所型サービス
　・生活支援サービス（配食等）
　・介護予防支援事業（ケアマネジメント）
○一般介護予防事業

包括的支援事業
○地域包括支援センターの運営
　・介護予防ケアマネジメント、総
　　合相談支援業務、権利擁護業務、
　　ケアマネジメント支援

包括的支援事業
○地域包括支援センターの運営
　（左記に加え、地域ケア会議の充実）
○在宅医療・介護連携の推進
○認知症施策の推進
○生活支援サービスの体制整備

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

地
域
支
援
事
業

地
域
支
援
事
業

介護予防給付
（要支援１～２）

訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

多
様
化

現行と同様

事業に移行

全市町村
で実施

充
実
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